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表１ 年齢階層別消費と社会全体の平均消費量の変異，１９８０－２０１０年
１人当り 消費量 （kg） 人口 構成比率 （％） （kg）
年齢層 ～３９歳 ４０～５９歳 ６０歳～ ～３９歳 ４０～５９歳 ６０歳～ 総平均
１９８０ １０．０ １４．０ ２０．０ ３７．６ ４８．０ １４．４ １３．３６
１９９５ １０．０ １４．０ ２０．０ ２２．３ ５０．４ ２７．３ １４．７５
２０１０ １０．０ １４．０ ２０．０ １６．４ ３８．４ ４５．２ １６．０６
出所：仮設例
1．はじめに
野菜や果物類の個人消費は，大人と子供の間だけでなく，成人の中でも年齢層によって顕著に異
なることが知られている。１９８０年代初めから最近年まで，『家計調査』個票データを用いた石橋の
数々の分析結果から（石橋，２００１；２００６；２００７など），年齢間格差は数％程度のオーダーをはるか
に超え，数倍に近いケースも少なくない（図１a～d）。たとえば大根やねぎの場合，５０～６０歳代は
２０～３０歳歳代に比べ１人当りの消費量は２倍近く多い。他方，この３０年間に調査家計の年齢構成は，
著しく高齢化している。たとえば，１９８０年に，世帯主が４０歳未満の家計は，総調査世帯約８，０００戸
の３７．６％，他方６０歳代以上は同じく１４．４％であったが，その比率は，１９９５年には２２．３％対２７．８％
に，２０１０年には１６．４％対４５．２％と，急速に高齢化の傾向を辿っている（『家計調査年報』各年）。
仮に同上期間に，いずれの年齢階層でも１人当り消費が不変であったとしても，急速に高齢化し
た年齢構成で加重平均した平均１人当り消費は，かなり増加することになることは容易に想像でき
るだろう。単純な仮設データを，表１に示してある。
年齢と個人消費の関係は，「中年消費型から高齢消費型に変化した品目」と類型区分されている
Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 46, No. 2, 31-53, 2011
経済変数を組み込んだ拡大コウホートモデルによる
需要弾力性の計測
森 宏・三枝 義清
31
１
人
当
た
り
消
費
量
だいこん
1982年 1991年 2001年
1200
1000
800
600
400
200
0
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75
（g/月）
(a)
年齢階層
１
人
当
た
り
消
費
量
トマト
年齢階層
1982年 1991年 2001年
700
600
500
400
300
200
100
0
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75
（g/月）
(c)
１
人
当
た
り
消
費
量
ねぎ
年齢階層
1982年 1991年 2001年
300
250
200
150
100
50
0
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75
（g/月）
(b)
１
人
当
た
り
消
費
量
もも
年齢階層
1982年 1991年 2001年
200
150
100
50
0
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75
（g/月）
(d)
ように（石橋，２００７，p．１３），狭義の年齢（効果）に世代（効果）が混交するケースが少なくない。
調査対象の急速な高齢化は，大幅な世代交代を伴っているから，対象期間に生じた年齢構成の変化
をモデルに組み込まない限り，食品需要の経済弾力性，価格・所得弾力性の計測に重大な歪みがも
たらされる恐れがある。Denton他は，１９６１～１９９２年のカナダにおける食品・住居・衣類などの需
要体系分析に，幾つかの地域に加え，「年齢／コウホート効果」，「トレンド／コウホート効果」，「追
加的なコウホート効果」を含むダミー変数を組み込んで分析を試み，「トレンド変数１）以外にデモ
グラフィク（年齢とコウホート）効果を追加的に考慮することが十分必要であることが示唆された」
と結論している（Denton, Mountain and Spencer,１９９９, p．４３９）。
Denton他の問題意識は，年齢的には子供から成人期への転換と退職前と退職後の転換，コウホ
ート的には１９６０年代における“baby boom”から“baby bust”への転換が，消費体系に及ぼした
であろう影響を補正することにあったと思われ，年齢区分も１７～５７歳の前と後と大まかである２）。
われわれが問題にしている年齢的に若年成人・中年・高齢層の格差，コウホート的には戦前戦中・
戦直後・高度成長期・繁栄期育ち３）の違いを考慮するには必ずしも適切ではない。
本稿でわれわれは，個人消費において年齢・世代要因が強く作用していると言われる生鮮果物と
生鮮野菜（今回は葉茎菜類）を取り上げ，『家計調査年報』において世帯主の年齢関連データがえ
られる１９８０年以降２０１０年までの３１年間を調査期間とし，年齢・世代効果を陽表的に考慮して，家計
消費における価格および所得弾力性の計測を試みる。本稿に先行する論文では（Mori, Saegusa, and
Dyck, in press），家計におけるりんごとバナナ消費をそれぞれ，最初に中村のベイズ型コウホート
モデルを用いて年齢・時代・コウホート効果に分解し，次のステップとして，得られた時代効果を
図１ 年齢階層別消費量：中年消費型から高齢消費型に変化した品目を中心に
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調査期間に観察された当該品目の実質価格と世帯の１人当り４）平均実質支出額に回帰させて，自己
価格および所得弾力性を計測した。本稿では，中村のベイズ型 A／P／Cモデル５）のなかに，価格と
所得の２変数を導入して，年齢別消費をモデルに投入すれば，年齢・年次・コウホートの３効果に
加え，価格および所得の効果（弾力性）が，同時に推計されるような試みを実行した。これまでの，
“two-step approach”に対して，“one-step approach”である。統計理論的な考察は，第４節で展開
する。また参考のために，両者の結果を比較した（第３節２）と３）および最終節５）。
１）立花・上路は，人口の高齢化を考慮した時間ダミーを導入して，より納得できる需要弾力性の導出に成
功している（立花・上路，２００４a,b）。ただ，狭義の年齢の高齢化と，世代交代が混交している場合，リ
ニヤーな時間ダミーがそれらの効果を捕捉し得ない恐れがある。
２）分析の対象は特定の食品でなく，食品・住居・衣類などの幅広い需要体系だから，年齢区分も大まかに
ならざるを得ないと思われる。
３）「経済は人口の波で動く」と主張する藻谷はさらに細かく，「戦前生まれ・団塊の世代・個人主義世代・
円高後成人世代・団塊ジュニアの中核・バブル以降生まれ」のように区分する（藻谷，２０１０，第６講）。
４）家計消費支出における規模の経済を勘案して，OECD-modified equivalence scaleで算定した。後出。
５）後出第４節参照。
2．従来の時系列分析
食料品の多くは，「全くの私的財」で（Deaton and Paxson, １９９８, p．８９９），家計消費において規
模の経済はほとんど働かない。生鮮果物はまさにそれである。野菜はたとえばすき焼きなどを考え
ると，多少の規模経済は働くと考えられる。しかし野菜サラダのレタス６切れの３切れを家族員の
ある１人が食べれば，あとには３切れしか残らない。調味料や茶の葉と違い，野菜の多くも，「私
的財」とみなしてよいだろう。従って，世帯消費量を単純に世帯員数で割って，１人当り消費量と
することに問題は少ない。本節における被説明変数，年次別の１人当り消費量は，当該年次の平均
世帯消費量を世帯の平均家族員数で割った値である６）。
世帯所得の代理変数として，『家計調査年報』の品目分類のトップに示されている「消費支出」
を，CPI（総合）でデフレートして用いる。平均世帯員数は，１９８０年の３．８２人から２０１０年の３．０８人
に逓減しているが，実員数で割るのではなく消費支出における規模の経済を勘案して，OECD-
modified scaleに準拠して，平均世帯の“equivalence scale”，それぞれ（１．８０．００３＊８２）＝２．０４６
と（１．８０．００３＊８）＝１．８２４で割って，世帯の実質所得の代理変数として用いている（OECD，２００９）。
価格は，支出額を購入量で割った平均支払い価格を，当該年次の CPI総合で割って実質化してい
る。CPIの各種生鮮果物を総合指数で割った値と動きは全く一致していることはすでに確かめられ
ているが（Mori et al.，２０１２，Fig．１―２），生鮮果物全体についての動きを，図２に示しておく。
まず生鮮果物（以下果物）について，単純な時系列回帰分析を実行する。
log（capQft）＝ab log（RPft）єt （１）
＝５．８８－０．６４３log（RPft）
（５．６９） （２．３０） Adj.R２＝０．１２５
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log（capQft）＝ab log（RPft）c log（REXt）єt （２）
＝１０．９７０．１１８log（RPft）１．５６１log（REXt）
（５．７４）（０．３６） （３．０４） Adj.R２＝０．３１９
log（capQft）＝ab log（RPft）c Ttєt （３）
＝５．６２０．４９８log（RPft）０．０１１Tt
（２６．３８）（８．６２） （２６．６４） Adj.R２＝０．９６３
log（capQft）＝ab log（RPft）c log（REXt）d Ttєt （４）
＝５．５００．５１４log（RPft）０．０３５log（REXt）０．０１１Tt
（１０．６２）（５．７８） （０．２５） （２１．７１） Adj.R２＝０．９６２
log（capQft）＝ab Ttєt （５）
＝３．７８０．０１１Tt
（１７７．８３）（１４．１７） Adj.R２＝０．８７０
capQft：t年における１人当り果物消費量（kg）
RPft：t年における果物の実質価格（円／１００g）
REXt：t年における世帯消費支出額／equivalence scale（１ヶ月あたり１０００円）
Tt：１９８０年を１０，１９８１年を１１，…とするタイムトレンド
єt：誤差項
（ ）内の数字は t値
（３），（４）および（５）から，１９８０年から２０１０年にいたる単純１人当り平均果物消費には，リニヤーな
時間トレンドが，価格／所得の経済的要因をはるかに超えて作用してきたように見える。他方世帯
所得は，重要な要因であるとは言えないが，価格要因は（１），（３），および（４）から，一貫して平均弾
力性，－０．５あたりで効いていると見てよいだろう。問題は，一番強く作用しているらしい時間ト
レンドの背景／内容である。消費人口の急速な高齢化が背景にあるらしいことは一般に想像されて
いるが（上述立花・上路），若者に比べ果物をはるかに多く食べる高齢者の比重が高まっているの
図２ 生鮮果物の実質支払価格と CPIの動向比較，１９８０－２０１０年
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に，時間トレンドがマイナスに作用しているのはどうしてなのであろうか。
次に上記の果物の場合と同じ様式で，生鮮葉茎菜（以下葉茎菜）の価格および所得弾力性を計測
する。
log（capQvt）＝ab log（RPvt）єt （６）
＝４．４１０．４１３log（RPvt）
（２２．７３）（７．５３） Adj.R２＝０．６５０
log（capQvt）＝ab log（RPvt）c log（REXt）єt （７）
＝５．９８０．２７３log（RPvt）０．４０６log（REXt）
（９．７８）（３．７７） （２．６８） Adj.R２＝０．７１１
log（capQvt）＝ab log（RPvt）c Ttєt （８）
＝４．３４０．３７８log（RPvt）０．００２Tt
（２９．９９）（９．１４） （４．９６） Adj.R２＝０．８０７
log（capQvt）＝ab log（RPvt）c log（REXt）d Ttєt （９）
＝４．９８０．３２６log（RPvt）０．１６２log（REXt）０．００２Tt
（８．９１）（５．４０） （１．１７） （３．９２） Adj.R２＝０．８０９
log（capQvt）＝ab Ttєt （１０）
＝３．０２０．００３Tt
（１３３．０２）（３．３７） Adj.R２＝０．２５６
capQvt：t年における１人当り葉茎菜消費量（kg）
RPvt：t年における葉茎菜の実質価格（円／１００g）
REXt：t年における世帯消費支出額／equivalence scale（１ヶ月あたり１０００円）
Tt：１９８０年を１０，１９８１年を１１，…とするタイムトレンド
єt：誤差項
（ ）内の数字は t値
１９８０年から２０１０年にいたる葉茎菜の家計消費には，（６）～（９）を通して，価格が一番強く，弾力性
は有意に－０．３～０．４前後で，作用しているらしいことが分かる。所得は負の方向に作用しているら
しいが，価格に比べ，作用の程度は強くない。時間トレンドも，いくらか負の方向に作用している
らしいが，果物の場合のように圧倒的な影響ではないようにみえる。
６）ある時点における３人家族（１人は幼児）と４人家族（２人は中・高生）の世帯消費を，それぞれ３と
４で割って１人当りの消費量とみなすことには問題がある。しかし時系列的に，平均の世帯員数は１９８０
年に３．８２人だったのが２０１０年には３．０８人に逓減したのを受けて，世帯消費量をそれぞれ３．８２と３．０８で割
って１人当りの消費量とみなすことに重大な問題はないと思われる。
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3．世帯消費から個人の年齢別消費を導出し，デモグラフィック効果と経済的要因で説明する
１）世帯主年齢階級別データから世帯員個人の年齢別消費を推計する
『家計調査報告』は１９７９年の年報から，世帯主年齢階級別に年間消費量を記載するようになった。
簡単な例では：
HQ（３）２５＝２０ （１１）
HQ（４）４５＝４０ （１２）
HQ（３）５５＝５０ （１３）
HQは世帯消費量；（ ）の数字は世帯員数；右下サフィックスは世帯主年齢をそれぞれ表す。
世帯主年齢階級別家計消費を，世帯員数で割ってそれぞれの年齢階級別消費，Qiとみなす，すな
わち：
Q２５＝２０／３＝６．７；Q４５＝４０／４＝１０；Q５５＝５０／３＝１６．７
が手軽だが，世帯の全員が世帯主と同じ年齢階級ではないから，この方式では世帯主が若く，世帯
主夫婦以外の世帯員が幼児の場合は，過小推計になる。他方世帯主が中・高年で，世帯主以外の世
帯員が食べ盛りの若者である場合は，逆に過大推計になりやすい７）。
Mori and Inabaは，世帯主年齢階級別に世帯員の年齢構成を詳細に推定し，連立方程式を解く
形で，世帯主のみならず世帯員全員の年齢階級別消費を決定する方式を提案した（Mori and In-
aba，１９９７）。この方式は，Tanaka他によって，統計数理的に精緻化された（Tanaka, Mori and In-
aba，２００４）。本稿では，Tanaka, Mori and Inaba model（TMI）を用いて，『家計調査年報』の世帯
主年齢階級別データから，世帯員個人の年齢別消費を推計した。０～４歳の幼児から７５歳以上の高
齢者まで，５歳刻みの年齢別消費を１９８０年から２０１０年まで３１年間推計した。ビジュアルな校閲に便
利なように，１９８０年から２０１０年まで５年おきの数値を，表２（果物）と表３（葉茎菜）に記載した。
毎年の細かい数値は，巻末付録表１および表２に掲載した。
７）食品別に，『栄養調査』や Food Intakes by Individuals（USDA）などのサイド・エビデンスを利用して，
たとえば豚肉の場合，幼児は親の０．３，１０歳前後は同じく０．６，他方１０歳代後半は同じく１．２程度消費する
（“adult equivalence scale”）と想定して，家族員数を成人換算して世帯消費を割れば，この問題はかなり
軽減される（Mori, Ishibashi, and Dyck,２０１１）。
２）A／P／Cモデルに価格と所得変数を加える――one-step approach
時代（年次）ごとに個人の年齢別消費量が決定されれば，伝統的な A／P／Cコウホートモデルに
準じて，下記のように表すことが出来る。
yit＝baiptckєit （１４）
但し yit：年齢 i歳の t年における平均消費量
b：総平均効果（“grand mean effect”）
ai：年齢 i歳に固有の効果
pt：年次 t年に固有の効果
ck：出生コウホート kに固有の効果
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表２ 生鮮果物の個人年齢別消費の推移，１９８０－２０１０年 （kg／１人）
年齢階級 １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
０～４ ２１．６１ １３．１９ ５．１８ ４．０２ ２．５１ ２．２０ ２．５０
５～９ ２５．５５ １６．８８ ８．６２ ５．８６ ４．１７ ２．８０ ２．４２
１０～１４ ２６．７８ １９．５１ １１．９８ ８．３９ ５．６９ ４．２５ ２．９３
１５～１９ ２８．６７ ２１．２７ １４．３８ １１．３３ ７．２２ ６．９１ ４．６９
２０～２４ ３０．３３ ２２．４４ １５．４８ １４．２６ ９．８１ １０．４４ ７．５８
２５～２９ ３１．５８ ２４．８３ １８．２４ １７．３９ １３．１６ １４．２１ １０．９７
３０～３４ ４３．４４ ３３．８４ ２７．９９ ２１．２６ １７．６９ １７．３６ １３．５７
３５～３９ ５１．６４ ４０．４２ ３７．２４ ２６．４４ ２４．０５ ２０．７２ １６．０４
４０～４４ ５３．１１ ４６．１５ ４３．６２ ３４．０３ ３０．２４ ２４．８０ １８．７５
４５～４９ ５６．８０ ５０．４９ ４８．８９ ４２．３６ ３４．４１ ３０．２４ ２２．８８
５０～５４ ６０．３４ ５３．６９ ５０．９３ ４７．５４ ４５．３２ ３７．４５ ２８．５２
５５～５９ ５９．９１ ５８．９９ ５６．９０ ５３．２１ ５２．７４ ４６．３９ ３８．０４
６０～６４ ５８．９９ ６２．１１ ６０．９７ ５７．６８ ５８．６４ ５４．９７ ５０．７８
６５～６９ ５６．５１ ６０．９０ ６１．３８ ６０．７６ ６３．１４ ５８．７６ ５５．１８
７０～７４ ５５．５１ ６０．４３ ６１．７２ ６２．３０ ６５．３５ ６０．４７ ５８．００
７５～ ５５．４５ ６０．４０ ６１．９５ ６３．０３ ６６．２１ ６１．３５ ５９．３１
出所：付録表１．
表３ 生鮮葉茎菜の個人年齢別消費の推移，１９８０－２０１０年 （kg／１人）
年齢階級 １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
０～４ １０．９５ １０．９８ ７．７５ ８．０６ ８．１３ ７．４７ ８．０６
５～９ １３．４６ １２．７７ ９．５９ ９．４２ ９．４４ ８．７５ ９．５１
１０～１４ １５．３８ １３．９０ １１．５２ １０．９２ １０．２５ ９．７５ １０．４７
１５～１９ １６．９６ １５．０１ １３．４４ １２．７７ １１．２２ １１．０２ １１．３７
２０～２４ １７．３０ １５．４７ １４．３９ １４．１２ １２．４２ １２．３０ １２．２２
２５～２９ １７．２３ １５．６７ １４．８９ １４．９８ １３．５６ １３．４３ １３．２１
３０～３４ １８．５９ １６．６４ １５．５４ １５．１６ １４．１８ １４．６１ １４．７３
３５～３９ ２２．８９ １９．００ １７．５２ １６．１９ １６．００ １６．０６ １６．５８
４０～４４ ２５．２２ ２５．８７ ２２．９５ １８．９０ １７．７６ １７．９９ １９．０９
４５～４９ ２７．６４ ２９．２９ ２５．７４ ２５．６９ ２２．４８ ２０．２４ ２１．０２
５０～５４ ２８．２９ ２９．６６ ２６．５９ ２６．６０ ２４．９８ ２２．６６ ２２．７９
５５～５９ ２７．４４ ２９．１５ ２６．６５ ２７．４０ ２６．９４ ２４．６１ ２４．８１
６０～６４ ２７．１４ ２８．７２ ２６．７７ ２７．２１ ２８．１８ ２５．７７ ２６．６８
６５～６９ ２５．２７ ２８．２４ ２４．６４ ２５．３９ ２７．７５ ２５．７３ ２７．０１
７０～７４ ２４．５５ ２８．１０ ２３．７７ ２４．６７ ２５．０５ ２４．９４ ２６．２９
７５～ ２４．４６ ２６．７９ ２３．５２ ２４．５１ ２５．０５ ２４．６７ ２５．９９
出所：付録表２．
経済変数を組み込んだ拡大コウホートモデルによる需要弾力性の計測
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єit：誤差項
本稿ではモデル（１４）に，経済要因，価格と所得の項，Z１（t）＝log（RPt），Z２（t）＝log（REXt）を付け
加えて計測する。直感的に弾力性が把握しやすいように，（１４）式は自然ログに変換して計算する。
なおモデルの厳密な統計数理的解説は，後出４節で展開する。
log yit＝μZ１（t）βZ２（t）ηA（i）P（t）Xc（i，t）Cєij （１５）
但し μは（１４）式の b，A（i）と Xc（i，t）Cは，同じくそれぞれ aiと ckに対応する。また P（t）は，個
人の年齢別消費，yitから年齢・世代効果および価格と所得要因で説明しきれない時代特有の効果
である。
コウホート分析で常に問題になるのは，分析でカバーする年齢階級の範囲である。かりに０～４
歳から始めれば，当該食品の個人消費において，コウホート効果は長い生涯の早くもその段階で形
成・固定されると仮定することになる。果物と野菜でその時期は同じでないであろうが，小学生後
半，１０歳代前半以降というのが常識的な判断かもしれない（大賀，森編，pp．２４５―６）。
さらに別種の問題として，データの入手可能性と信頼性がある。個人の年齢別摂取量は，１９８０年
代後半から９０年代央にかけては『国民栄養調査』の「１人世帯」の調査結果からも得られが，子供
たちの消費は分からない。本稿でわれわれが利用するデータは，０～４歳，５～９歳から存在する
が（付録表１および表２），源になっている『家計調査』データが世帯を構える成人の年齢階級で
区分されているため，たとえば世帯主２０歳代の世帯にいる幼少の家族員は，世帯員構成のマイナー
部分で，推計される消費量は親のそれに比べ安定的でない。さらに，若年成人についても，世帯主
が２０歳代の世帯は，調査サンプル約８０００戸のうち，１９８０年には５８０戸だったが，２０００年調査では３２９
戸，２０１０年調査では１８３戸と顕著に減少している。そのため，TMIモデルで間接的に導出される個
人消費は，６０歳代，７０歳以上階級に比べ，安定性に欠ける。
なお７５歳以上の階級には，７５～７９歳だけでなく，８０～８４歳，最近年ではさらに８５～８９歳も相当数
含まれるようになっている。そのためこの階級には，５歳刻みの出生コウホートが複数個含まれて
いる。たとえば，２０００年に７０～７４歳階級セルには１９２６～３０年生まれのコウホートが１個だけだが，５
年後の２００５年に７５歳以上階級に移れば，そこでは１９２１～２５年生まれのみならず，１９１６～２０年生まれ
の複数のコウホートと一緒になる。そのような事情から，本稿で分析されるコウホート表は，年齢
は２０～２４歳から７０～７４歳まで１１，年次は１９８０年から２０１０年まで３１，コウホートは１９８０年に７０～７４歳
であった１９０６～１０年生まれから，２０１０年に２０～２４歳であった１９８６～９０年生まれまで１７になる。
まず，モデル（１４）に準拠して，果物および葉茎菜の１９８０年から２０１０年にいたる年齢別個人消費を，
中村のベイズ型モデルでそれぞれ年齢・年次・コウホート効果に分解した（Nakamura，１９８６；森・
三枝・Clason，２００９）。表４（果物）および表５（葉茎菜）：a）年齢効果，b）年次効果，c）コウ
ホート効果のそれぞれ第２欄に推計結果を示しておいた。前稿（Mori, Saegusa, and Dyck）では
モデル（１４）で得られた年次効果を，価格と所得に回帰させて，価格弾力性と所得弾力性を決定した。
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a）年齢効果（果物） （自然対数値）
年齢
階級
A／P／C
のみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
２０～２４ －．０４５（．０２４） －．０６３（．０２５） －．０５６（．０２４）
２５～２９ －．０４１（．０２４） －．０５６（．０２５） －．０５１（．０２４）
３０～３４ ．００２（．０４９） －．００９（．０２５） －．００５（．０２５）
３５～３９ ．０２０（．０２６） ．０１３（．０２７） ．０１６（．０２６）
４０～４４ ．００６（．０２９） ．００３（．０２９） ．００４（．０３０）
４５～４９ －．０１９（．０３０） －．０１９（．０３１） －．０１９（．０３０）
５０～５４ －．０１６（．０２９） －．０１２（．０２９） －．０１４（．０２９）
５５～５９ ．０１５（．０２６） ．０２３（．０２７） ．０２０（．０２６）
６０～６４ ．０３５（．０２５） ．０４７（．０２５） ．０４３（．０２５）
６５～６９ ．０２４（．０２４） ．０３９（．０２５） ．０３３（．０２４）
７０～７４ ．０１８（．０２４） ．０３６（．０２５） ．０２９（．０２４）
ABIC １６１２．９ １５９９．３ １５９７．４
注：（ ）内の数字は標準誤差．
c）コウホート効果（果物） （自然対数値）
コウホート
（出生年）
A／P／C
のみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
１９０６～１０ ．５８３（．０３９） ．５５２（．０３９） ．５６４（．０３９）
１９１１～１５ ．６２８（．０３８） ．６０２（．０３９） ．６１２（．０３８）
１９１６～２０ ．６５８（．０４０） ．６３６（．０４０） ．６４５（．０４０）
１９２１～２５ ．６７５（．０４２） ．６５７（．０４３） ．６６４（．０４２）
１９２６～３０ ．６６５（．０４５） ．６５０（．０４５） ．６５６（．０４５）
１９３１～３５ ．６００（．０５１） ．５８９（．０５１） ．５９３（．０５１）
１９３６～４０ ．５３８（．０４８） ．５３１（．０４８） ．５３４（．０４８）
１９４１～４５ ．４７３（．０４５） ．４７０（．０４６） ．４７１（．０４５）
１９４６～５０ ．３２７（．０４４） ．３２７（．０４４） ．３２７（．０４４）
１９５１～５５ ．１１６（．０４５） ．１２０（．０４６） ．１１９（．０４５）
１９５６～６０ －．０８０（．０４８） －．０７３（．０４８） －．０７６（．０４８）
１９６１～６５ －．３２３（．０５１） －．３１２（．０５１） －．３１６（．０５１）
１９６６～７０ －．５６１（．０４５） －．５４６（．０４５） －．５５２（．０４５）
１９７１～７５ －．７６２（．０４２） －．７４４（．０４３） －．７５１（．０４２）
１９７６～８０ －．９８７（．０４０） －．９６４（．０４０） －．９７３（．０４０）
１９８１～８５ －１．１６１（．０３８） －１．１３５（．０３９） －１．１４５（．０３８）
１９８６～９０ －１．３９０（．０３９） －１．３５９（．０３９） －１．３７０（．０３９）
総平均効果 ３．４５６（．００５） ５．１３６（．３９５） ３．１１７（１．９６８）
注：（ ）内の数字は標準誤差．
（自然対数値）
年次 A／P／Cのみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
１９９６ －．０３８（．０１９） －．００７（．０１８） －．０２７（．０１８）
９７ －．０１７（．０１９） －．００７（．０１８） －．０２６（．０１９）
９８ －．０２４（．０１９） －．０１３（．０１８） －．０２７（．０２０）
９９ －．０１８（．０１０） －．００６（．０１９） －．０１６（．０２０）
２０００ ．００６（．０１９） ．００７（．０１９） －．００１（．０１９）
０１ ．０４８（．０１９） ．０３４（．０１８） ．０３１（．０１９）
０２ ．０８９（．０１９） ．０５４（．０１８） ．０５１（．０２０）
０３ ．０５６（．０２０） ．０３８（．０１８） ．０３７（．０２０）
０４ ．０７４（．０２０） ．０５２（．０１８） ．０５１（．０２０）
０５ ．０７３（．０２０） ．０４６（．０１９） ．０４７（．０２１）
０６ ．０２１（．０２１） ．０２１（．０２０） ．０２５（．０２２）
０７ ．０３８（．０２１） ．０４０（．０２１） ．０４５（．０２２）
０８ ．０８５（．０２２） ．０６４（．０２１） ．０７２（．０２２）
０９ ．１３４（．０２２） ．０８６（．０２１） ．０９６（．０２４）
２０１０ ．０７５（．０２３） ．０６３（．０２３） ．０７２（．０２５）
∑（｜Pt｜）＊１ １．３９６ １．０６９ １．０５４
b）年次効果（果物）
年次 A／P／Cのみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
１９８０ －．０３６（．０２３） －．０７７（．０２４） －．０４４（．０３６）
８１ －．０７４（．０２２） －．０８８（．０２２） －．０５５（．０３８）
８２ －．０５６（．０２２） －．０７５（．０２３） －．０４９（．０３９）
８３ －．０１４（．０２１） －．０４７（．０２４） －．０２４（．０３８）
８４ －．０４０（．０２１） －．０４９（．０２３） －．０２９（．０３６）
８５ －．０４９（．０２０） －．０３８（．０２１） －．０１８（．０３４）
８６ －．０３７（．０２０） －．０３８（．０１９） －．０２６（．０３２）
８７ －．００８（．０２０） －．０２８（．０１８） －．０２４（．０２９）
８８ －．０１８（．０１９） －．０２７（．０１８） －．０３２（．０２５）
８９ －．０４１（．０１９） －．０１９（．０１８） －．０２８（．０２３）
１９９０ －．０４８（．０１９） ．０００（．０１８） －．０１３（．０２２）
９１ －．０５４（．０１９） ．０１１（．０１８） －．００６（．０２１）
９２ －．０４４（．０１９） ．０１１（．０１８） －．０１０（．０２０）
９３ －．０３７（．０１９） －．０１３（．０１８） －．０３７（．０１８）
９４ －．０１０（．０１９） ．００７（．０１８） －．０１３（．０１８）
９５ －．０３４（．０１９） －．００３（．０１８） －．０２２（．０１９）
Note：＊１ 年次効果の絶対値総和；（ ）の数字は標準誤差．
表４ モデル別の年齢・年次・コウホート効果の比較：生鮮果物
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a）年齢効果（葉茎菜） （自然対数値）
年齢
階級
A／P／C
のみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
２０～２４ －．２６８（．０２５） －．２５５（．０２３） －．２５５（．０２３）
２５～２９ －．２３７（．０２５） －．２２６（．０２４） －．２２７（．０２４）
３０～３４ －．２１６（．０２６） －．２０８（．０２５） －．２０８（．０２５）
３５～３９ －．１４５（．０２８） －．１４０（．０２６） －．１４０（．０２６）
４０～４４ －．００２（．０３１） ．００１（．０２９） ．０００（．０３０）
４５～４９ ．０９７（．０３４） ．０９７（．０３１） ．０９７（．０３２）
５０～５４ ．１４０（．０３１） ．１３８（．０２９） ．１３８（．０３０）
５５～５９ ．１６３（．０２８） ．１５８（．０２６） ．１５８（．０２６）
６０～６４ ．１６９（．０２６） ．１６１（．０２５） ．１６２（．０２５）
６５～６９ ．１５２（．０２５） ．１４２（．０２４） ．１４２（．０２４）
７０～７４ ．１４５（．０２６） ．１３２（．０２３） ．１３３（．０２３）
ABIC ８６３．９ ８３４．８ ８３３．４
注：（ ）内の数字は標準誤差．
c）コウホート効果（葉茎菜） （自然対数値）
コウホート
（出生年）
A／P／C
のみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
１９０６～１０ ．０００（．０３６） ．０２０（．０３４） ．０１８（．０３６）
１９１１～１５ ．０３１（．０３７） ．０４９（．０３５） ．０４８（．０３５）
１９１６～２０ ．０４０（．０３９） ．０５５（．０３７） ．０５４（．０３７）
１９２１～２５ ．０６６（．０４２） ．０７９（．０３９） ．０７９（．０４０）
１９２６～３０ ．１００（．０４５） ．１１０（．０４２） ．１０９（．０４３）
１９３１～３５ ．１２３（．０４８） ．１３１（．０４５） ．１３０（．０４６）
１９３６～４０ ．１３８（．０４８） ．１４４（．０４４） ．１４３（．０４５）
１９４１～４５ ．１３８（．０４７） ．１４１（．０４３） ．１４１（．０４４）
１９４６～５０ ．０７９（．０４６） ．０７９（．０４３） ．０７９（．０４３）
１９５１～５５ －．００５（．０４７） －．００７（．０４３） －．００７（．０４４）
１９５６～６０ －．０５０（．０４８） －．０５５（．０４４） －．０５５（．０４５）
１９６１～６５ －．０６１（．０４８） －．０６９（．０４５） －．０６９（．０４６）
１９６６～７０ －．０６０（．０４５） －．０７０（．０４２） －．０６９（．０４３）
１９７１～７５ －．０７６（．０４２） －．０８９（．０３９） －．０８８（．０４０）
１９７６～８０ －．１２４（．０３９） －．１４０（．０３７） －．１３９（．０３７）
１９８１～８５ －．１５７（．０３７） －．１７５（．０３５） －．１７４（．０３５）
１９８６～９０ －．１８３（．０３６） －．２０３（．０３４） －．２０２（．０３４）
総平均効果 ３．０２７（．００３） ４．１３９（．１６５） ４．１５１（１．５１）
注：（ ）内の数字は標準誤差．
表５ モデル別の年齢・年次・コウホート効果の比較：生鮮葉茎菜
（自然対数値）
年次 A／P／Cのみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
１９９６ ．０１５（．０１６） ．０１６（．０１４） ．０１７（．０１５）
９７ －．００５（．０１６） ．００４（．０１５） ．００５（．０１６）
９８ －．０６２（．０１７） －．００７（．０１６） －．００７（．０１６）
９９ －．０３９（．０１７） －．０２４（．０１５） －．０２４（．０１６）
２０００ －．０５２（．０１７） －．０５６（．０１５） －．０５６（．０１６）
０１ －．０６７（．０１７） －．０６２（．０１５） －．０６３（．０１６）
０２ －．０３２（．０１７） －．０４１（．０１５） －．０４１（．０１７）
０３ －．０６９（．０１７） －．０５６（．０１６） －．０５７（．０１８）
０４ －．０７６（．０１７） －．０５５（．０１６） －．０５５（．０１７）
０５ －．０６７（．０１８） －．０６１（．０１６） －．０６１（．０１８）
０６ －．０５６（．０１９） －．０５４（．０１７） －．０５４（．０１９）
０７ －．０４３（．０１９） －．０４７（．０１８） －．０４７（．０２０）
０８ ．０００（．０２０） －．０１９（．０１９） －．０１９（．０２０）
０９ ．０３４（．０２０） ．００４（．０２０） ．００４（．０２２）
２０１０ －．０１２（．０２１） －．００４（．０１９） －．００５（．０２１）
∑（｜Pt｜）＊１ １．４３１ ０．９７７ ０．９８４
b）年次効果（葉茎菜）
年次 A／P／Cのみ
A／P／C
価格
A／P／C
価格所得
１９８０ ．０６８（．０２１） ．０５５（．０２０） ．０５６（．０２８）
８１ ．０９５（．０２０） ．０５１（．０１９） ．０５１（．０３１）
８２ ．１０６（．０２０） ．０４４（．０１９） ．０４４（．０３１）
８３ ．０７７（．０１９） ．０４６（．０２０） ．０４６（．０３１）
８４ ．０９６（．０１９） ．０５５（．０１９） ．０５５（．０２９）
８５ ．０７４（．０１８） ．０４３（．０１８） ．０４３（．０２７）
８６ ．０９１（．０１７） ．０４８（．０１６） ．０４８（．０２６）
８７ ．０５１（．０１７） ．０１８（．０１６） ．０１８（．０２３）
８８ －．００３（．０１７） ．００８（．０１５） ．００８（．０１９）
８９ －．００１（．０１７） －．００１（．０１５） －．００１（．０１９）
１９９０ －．０２２（．０１７） ．０１３（．０１６） ．０１３（．０１８）
９１ －．０５４（．０１７） ．０１１（．０１５） ．０１１（．０１７）
９２ ．００８（．０１７） ．０２２（．０１５） ．０２３（．０１６）
９３ ．００１（．０１６） ．０３５（．０１５） ．０３５（．０１５）
９４ －．０３０（．０１６） ．０１５（．０１５） ．０１５（．０１５）
９５ －．０２５（．０１５） －．００２（．０１４） －．００２（．０１５）
Note：＊１ 年次効果の絶対値総和；（ ）の数字は標準誤差．
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表６ “one-step approach”による価格および
所得弾力性の推計結果：生鮮果物，１９８０－
２０１０年
A／P／C
価格のみ
A／P／C
価格と所得
μ ５．１３６（０．３９５） ３．１１７（１．９６８）
β －０．４５４（０．１０７） －０．４８７（０．１１３）
η ０．４２１（０．４０１）
ABIC １６１２．８９ １５９７．４４
注：（ ）内の数字は標準誤差
表７ “one-step approach”による価格および
所得弾力性の推計結果：生鮮葉茎菜，１９８０
－２０１０年
A／P／C
価格のみ
A／P／C
価格と所得
μ ４．１３９（０．１６５） ４．１５１（１．５１）
β －０．３１５（０．０４７） －０．３１５（０．０４８）
η －０．００２（０．３０１）
ABIC ８３４．８４ ８３３．４３
注：（ ）内の数字は標準誤差
“two-step approach”である（本稿でもこのあと３）で試みている）。本稿では，モデル（１５）によっ
て，年齢・コウホート効果と併せて同時に，価格ならびに所得弾力性を決定した：“one-step ap-
proach”である。説明しきれない残余は，バーが上付きの年次効果として計上されている（表４お
よび表５のそれぞれ b）年次効果の第３・４欄）。経済弾力性の推計結果は，さし当り下記の表６
（果物）と表７（葉茎菜）に要約されている。
まず果物については，価格弾力性が十分有意に－０．４５～０．５と推計されている。この値は前節の
時系列分析の結果と似通っている。所得弾力性は０．４２だが，t値は僅かに１を超えるだけである
が，所得を加えることにより，（A／P／C価格）モデルより，赤池のベイズ型情報量基準（ABIC）
は相当小さくなっているから，所得の効果を無視するわけにはいかないだろう。前節に見た従来の
時系列分析ではモデルにより数値は一定しないが，符号的には概してマイナスに出ており，モデル
（１５）によるプラスの符号とは逆方向である。石橋は，家計消費における年齢の影響を捨象するため
（世帯主の年齢や家族員が幼少か食べ盛りかなど），『家計調査』の個票を，世帯主夫婦が３０歳代で
幼少の子供が２人；世帯主夫婦が５０歳代で２０歳代の子供が１人などのように世帯類型区分して，ク
ロスセクション分析によって，幾つかの食品の所得弾力性を計測した。参考までに生鮮果物につい
ての結果を表８に紹介しておいた。値は世帯類型と年次によって一定しないが，符号は押しなべて
プラスで，おおよそ０．４～０．５前後と見て差し支えないようである。日常的な生活感覚からしても，
生鮮果物消費の所得弾力性が負であるとは考え難い。
葉茎菜については，前節の従来型時系列分析も，本節のモデル（１５）も決定された価格弾力性は，
０．３くらいで，いずれの場合も t値は極めて高い。食生活に欠かせない野菜類の性格からして，
この程度の値は常識的に受容しうる。所得弾力性に関しては，本節のモデル（１５）は，所得の効果は
表８ 家計の世帯類型別にみた生鮮果物の所得弾力性の計測結果
３０歳代夫婦で
１０歳未満の子２人
４０歳代夫婦と
１０代の子２人
５０歳代夫婦と
２０歳代の子１人
６０歳代の夫婦
のみ
１９８７ ０．３６（６．７） ０．３０（５．４） ０．２０（３．２） ０．１６（３．７）
１９９１ ０．３６（７．３） ０．３２（５．８） ０．１４（２．２） ０．３２（８．４）
１９９９ ０．４１（７．６） ０．３８（３．９） ０．１４（２．０） ０．２３（４．１）
注：（ ）の数字は t値．
出所：Mori et al., “Age−free Income Elasticities,” pp.26−28.
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認められないことを示唆し，説明変数として所得を加えても，（A／P／C価格）モデルに比べ，ABIC
はほとんど減少していない（表７）。他方，前節の時系列分析はモデルによって，所得は葉茎菜消
費に負の方向に，平均弾力性として０．２～０．４程度に作用しているらしいことが示唆される。米の場
合は，食生活が豊かになれば動物性蛋白や脂肪の摂取が増え，それに伴い米消費は逓減するから，
負の所得弾力性を首肯しうるが，他に代替しうる食品が見当たらない野菜全般について，負の方向
に顕著な所得効果は考え難い。
３）A／P／Cモデルで導出された年次効果を価格と所得に回帰させる――“two-step approach”
世帯主年齢階級別データから TMIモデルを用いて算出された個人年齢別消費（付録表１と表２）
を，通常の A／P／Cモデル，（１４）に従って，年齢・年次・コウホート効果に分解した結果が，表４
（果物）と表５（葉茎菜）のそれぞれ第２欄に記載されている。まず表４の２番目の表，b）の第
２欄に示されている年次効果，PEtに総平均効果，GMを加えた値，（GMPEt）を，当該年次の
価格と所得（の代理変数）に回帰させる。結果は下記の通りである。表４および５はいずれも自然
対数で算出されているから，上記の（１）～（１０）のように改めて対数変換はしない。
（PEftGM）＝ab log（RPft）єt （１６）
＝４．４７０．２７４log（RPft）
（８．６９）（１．９７） Adj.R２＝０．０８８
（PEftGM）＝ab log（RPft）c log（REXt）єt （１７）
＝２．１８０．６２０log（RPft）０．７０１log（REXt）
（２．２３）（３．４２） （２．６６） Adj.R２＝０．２４６
（PEftGM）＝ab log（REXt）єt （１８）
＝３．１８０．０５５log（REXt）
（２．９１）（０．２６） Adj.R２＝０．０３２
（PEftGM）＝ab log（RPft）c Ttєt （１９）
＝４．５９０．３４２log（RPft）０．００５Tt
（２３．２０）（６．３７） （１２．９７） Adj.R２＝０．８６５
（PEftGM）＝ab log（RPft）c log（REXt）d Ttєt （２０）
＝４．８００．３１３log（RPft）０．０６２log（REXt）０．００５Tt
（１０．００）（３．８０） （０．４７） （１１．１９） Adj.R２＝０．８６１
（PEftGM）：t年における果物消費の時代効果総平均効果（自然対数値）
RPft：t年における果物の実質価格（円／１００g）
REXt：t年における世帯消費支出額／equivalence scale（１ヶ月あたり１０００円）
Tt：１９８０年を１０，１９８１年を１１，…とするタイムトレンド
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єt：誤差項
（ ）内の数字は t値
（１６）～（２０）を通して窺えるのは，まず果物消費の時系列変化には，家計所得はあまり効いていな
いらしいこと，価格は一貫して負の方向に作用しており，弾力性は０．３から０．６程度であるらし
い。さらに，価格と所得以外に，時間の経過が明らかにプラスの方向に作用しているようである。
次に上記の果物の場合と同じ様式で，生鮮葉茎菜（以下葉茎菜）の価格および所得弾力性を計測
する。
（PEvtGM）＝ab log（RPvt）єt （２１）
＝４．３７０．３８１log（RPvt）
（１５．０９）（４．６５） Adj.R２＝０．４０７
（PEvtGM）＝ab log（RPvt）c log（REXt）єt （２２）
＝６．５９０．１８２log（RPvt）０．５７３log（REXt）
（７．１２）（１．６６） （２．５０） Adj.R２＝０．４９８
（PEvtGM）＝ab log（REXt）єt （２３）
＝７．３５０．８５０log（REXt）
（８．８９）（５．２３） Adj.R２＝０．４６７
（PEvtGM）＝ab log（RPvt）c Ttєt （２４）
＝４．２５０．３１８log（RPvt）０．００４Tt
（２５．５９）（６．７０） （７．８２） Adj.R２＝０．８０７
（PEvtGM）＝ab log（RPvt）c log（REXt）d Ttєt （２５）
＝４．６１０．２８８log（RPvt）０．０９１log（REXt）０．００４Tt
（７．０６）（４．０８） （０．５７） （６．６４） Adj.R２＝０．８０２
（PEvtGM）：t年における葉茎菜消費の時代効果総平均効果（自然対数値）
RPvt：t年における葉茎菜の実質価格（円／１００g）
REXt：t年における世帯消費支出額／equivalence scale（１ヶ月あたり１０００円）
Tt：１９８０年を１０，１９８１年を１１，……とするタイムトレンド
єt：誤差項
（ ）内の数字は t値
（２１）～（２５）を通して，葉茎菜の時系列変化には，価格が一貫して効いており，平均弾力性は－０．３
前後と推定される。他方所得が統計的には負の方向に有意に，弾力性－０．６～０．８程度に作用してい
るという結果が得られている。われわれは，過去３０年間の時間変化のうち，消費人口の高齢化と世
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代交代の影響を補正して経済要因の効果を測定したのだが，現実に進んだ時間変化はそれ以外の要
因を包摂し，（２４）と（２５）によると３１年間で総平均効果（３．０２７（表５c第２欄最下部））に対し，３０＊
０．００４＝０．１２０，実数に逆換算して，２０．６３５kgから２．３３３kg，１１．３％程度減少させる方向に作用した
と見られる。この時間効果を勘案すると，所得の負の効果はほとんど消失し，経済要因として有意
に残るのは価格で，弾力性は０．３前後と推定される。
4．“拡大”モデルの推定
１）APCモデルの推定について
APCモデルに，価格や消費支出を説明変数として追加した場合の“拡大”モデル８）の推定がテー
マであるが，“拡大”モデルに入る前に A／P／Cのみの（２６）式のベイズ推定について述べておく。
８）“We contribute to the literature on vegetable demand by augmenting the cohort model with a household
income, and prices”（Stewart and Blisard,２００８, pp．４７―８）．
ここでは年齢効果を ai，年次効果を ptとして，a＝（a１，a２，…，a１１），p＝（p１，p２，…p３１）とする。
コウホート効果のベクトルは c＝（c１，c２，…c１７）と記す。年齢と年次による二重分類表の（i，t）グル
ープの一人当たり消費量を対数変換したデータを yitとする。従って，（１４）式は次のようになる：
yit＝baiptc（i，t）error （２６）
右辺の第４項は（i，t）グループのコウホート成分であるが，c（i，j）＝u（i，j）cで，ベクトル cの要素
の凸一次結合で各グループのコウホート成分を表す仕組みになっている。（２６）式には，それぞれの
効果について，次のような“ゼロ和条件”がついている：
１１
Σ
i＝１
ai＝
３１
Σ
t＝１
pt＝
１７
Σ
k＝１
ck＝０ （２７）
（２６）式の誤差項（error）は，いずれも正規分布 N（０，σ２）に従うものとする。
まず，各効果の一次階差を媒介にして（２６）式を変換する：
年齢効果の一次階差を次のように行列表示すると
R＝








…
…
…
…
…
…
…
…
－１ １ ０……０
０－１ １……０
０ ０…－１ １







	
…
…
…








a１
a２
a１１







	
（２８．１） R’ R＝








…
…
…
…
…
…
１ －１
－１ －２ －１
－１ ２ －１
－１ １







	
（２８．２）
R は１０×１１の行列で，D＝R’ R とすると rank（D）＝１０で，Dの固有値 λi（i＝１，２，…，１１）は λ１
＝０，λ２＞０，λ３＞λ２，…，λ１１＞λ１０となる。正の固有値に対応する固有ベクトル eiをタームにして
行列 E＝［e２，e３，…，e１１］を作ると，ゼロ和条件を満たす年年齢効果のベクトル aは次のように表
現できる：
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a＝E α （２９．１）
同じ要領で年次効果とコウホート効果のベクトルを次のように表現できる：
p＝F β （２９．２）
c＝G γ （２９．３）
（E，F，Gは，いずれも一次階差の行列から誘導された行列である点に留意されたい。各効果の D
行列の固有値を次のように記す；λ（a）i は年齢効果の，λ（p）t は年次効果の，λ（c）k はコウホート効果の固有
値）
（２９）式を使って（２６）式を書き換える：
yit＝bE（i）αF（t）βv（i,t）γerror （３０）
ただし
…
…
E＝





E（１）
E（２）
E（１１）






…
…
F＝





F（１）
F（２）
F（３１）






v（i,t）＝u（i,t）c
yitを［y１１，y２１，…，y２１，y２２，…］と積み上げた列ベクトルを yとして（３０）式を行列形式で表現す
ると
y＝X θε （３２）
ただし
θ＝（b，α，β，γ）’
εは誤差項を積み上げた列ベクトル
X’ Xは５７×５７の行列であるが，rank（X’ X）＝５６で“ランク落ち”の行列になっている。
一般逆行列を使って θを推定するアプローチがあるが（田中他，２００７），ここでは，θに次のよう
な制約（“漸進的変化の条件”）を課してベイズ推定するアプローチをとる（Nakamura，１９８６）。
θのベイズ推定
α，β，γに次のような事前分布を設定する：
α～N（０，Λ（a）） （３３．１）
β～N（０，Λ（p）） （３３．２）
γ～N（０，Λ（c）） （３３．３）
ただし，
Λ（a）＝ωa２





…
…
…
…
１／λ（a）２
１／λ１１（a）






Λ（p）＝ωp２





…
…
…
…
１／λ（p）２
１／λ（p）３１






Λ（c）＝ωc２





…
…
…
…
１／λ（c）２
１／λ（c）１７






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α，β，γはお互いに，独立に（３３）式の正規分布に従って分布するものとするが，この仮定は各効
果について，次の事前分布を想定することと，同等になっている：
例えば年齢効果の場合，一次階差の行列を R とすると aの事前分布は Ra～N（０，ω２a I）
となる。
超パラメータの φ＝（σ２，ω２a，ω２p，ω２c）が既知であれば，penalized squareの（３４）式を最小化するこ
とにより，θのベイズ推定値が得られる。
‖YXθ‖２τ２a Σ
i
（αi λ（a）i ）２τ２p Σ
t
（βt λ（p）t ）２τ２c Σ
k
（γk λ（c）k ）２ （３４）
ただし，τa＝σ／ωa，τp＝σ／ωp，τc＝σ／ωc
ここでは θの周辺尤度から得られる ABIC（φ）を最小化するように φの値を定めてある。θの推定
値を＾ θ＝（＾α，＾β，＾γ）とすると各効果の推定値（＾a，＾p，＾c）の計算式は次の通り：
a＾＝E＾α p＾＝F＾ β c＾＝G＾ γ （３５）
２）価格等を追加した APCモデルの推定
記号について；Z１t＝log（RPt）－
３１
Σ
t＝１
log（RPt）／３１，Z２t＝log（REXt）－
３１
Σ
t＝１
log（REXt）／３１として（ただ
し，RPt，REXtは先の（２），（６）式に準ずる），
行列 Zを次のように定義する：
Z＝




z１１ z２１… …
z１t z２t… …



	
＝




z（１）…
z（t）…



	
年次効果 Pを次のようにモデル化する：
P＝Z dF β （３７）
ただし d＝［d１，d２］’で，d１は価格弾弾力性を，d２は所得弾力性
を表す係数。
（３７）式の第二項は残差項であるが，Fは（２９．２）式による行列，βは（３３．２）式の事前分布を持つ変
量で，残差項は自己回帰的に変動する系列になっている。
“two step-approach”
年次効果の pは直接に観測不能な系列であるが，例えば果物の APCモデルによる推定値（表４
（b）参照）を pの観測系列（t，yt）t＝１，２，…，３１とみなして，y＝（y１，y２…y３１）’を次のよう
にモデル化すると：
y＝ZdFβerror （３８）
ただし，errorは単位行列 Iをもつ N（０，σ２ I）に従う。
（３８）式の parameterの推定値は，penalized squareの（３９）式を最小化することにより得られる：
‖y－Zd－Fβ‖２τ２
３１
Σ
t＝１
（β２t λ（p）t ）２ （３９）
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ただし，τ＝σ／ωp .
hyper-parameter τの最適値を０．１として（３９）式の解を求めると，
d１＝－０．３１７，d２＝０．２５７
残差系列 Fβの推定値は表９の右側の“２step-approach”の部分にならべてある。
“one-step approach”
（３０）式の右辺の第３項を，（３７）式の Pで置き換えることにより，説明変数として，価格と所得を
とりいれた APCモデルが得られる。
yit＝bZ（t）dE（i）αF（t）βv（i，t）γerror （４０）
（３０）式に比べて，パラメータが２個増加しているが，“識別性のある”モデルになっている。（４０）
式による弾性値の推定法を前節では“one-step approach”と呼んでいるが，推定の手順は（３０）式と
同じである。
two stepsによるの推定値は，one stepへの近似であるが，表９の第２欄に（４０）式の年次効果の
表９ 年次効果P＝Zd＋Fβの推定：
残差系列（F（t）β の推定（但し１年おき）
１−step approach ２−step approach
年次 果物 葉茎菜 果物 葉茎菜
１９８０ －．０４４ ．０５６ －．０４７ ．０６２
１９８２ －．０４９ ．０４４ －．０５７ ．０５３
１９８４ －．０２９ ．０５５ －．０３８ ．０６６
１９８６ －．０２６ ．０４８ －．０３１ ．０６０
１９８８ －．０３２ ．００８ －．０３５ ．０１２
１９９０ －．０１３ ．０１３ －．０２３ ．０１２
１９９２ －．０１０ ．０２３ －．０１３ ．０１８
１９９４ －．０１３ ．０１５ －．００８ ．０１１
１９９６ －．０２７ ．０１７ －．０２８ ．０２０
１９９８ －．０２７ －．００７ －．０２８ －．０１０
２０００ ．００１ －．０５６ －．００１ －．０６２
２００２ ．０５１ －．０４１ ．０６４ －．０３９
２００４ ．０５１ －．０５５ ．０６４ －．０５９
２００６ ．０２５ －．０８４ ．０２０ －．０５９
２００８ ．０７２ －．０１９ ．０８０ －．０２１
２０１０ ．０７２ －．００５ ．０７６ －．０１１
２乗和 ．０４５０ ．０４５０ ．０６３４ ．０５６４
Slp. ．００３８４ －．００３４８ ．００４４ －．００４０
付：価格弾力性（d１）と所得弾力性（d２）の推定
d１ －．４８７ －．３１５ －．３１７ －．２６０
（．１１３） （．０４８） （．０７６） （．０３８）
d２ ．４２１ －．００２ ．２５９ －．０４０
（．４０１） （．３０１） （．３１０） （．２６０）
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推定結果が併記されている：表の上段に残差系列の推定値（１年おきに）が，下段に弾力性の推定
結果が要約されている。
ACモデルによる推定
（３８）式の残差系列を white noiseと扱えば，次のような「ACモデル」が得られる：
yit＝bZ（t）dE（i）αv（i，t）γerror （４１）
弾性値の推定値は；果物で d１＝－．４４７（．０７８），d２＝．１１１（．１２７），ABIC＝１６０９：
葉茎菜で d１＝－．３２８（．０３３），d２＝－．０２１（．０７８），ABIC＝９３４となる。それぞれ表６および表７の ABIC
より，いずれも増大している。
5．要約と含意
生鮮果物・野菜に限らず，魚や肉類についても，個人の年齢よって消費が顕著に異なることが知
られている（秋谷，２００７；Mori, Ishibashi and Dyck,２０１１など）。他方，消費人口の年齢構成は，
近年急速に高齢化している。社会総体の消費動向を分析するに当って，人口の変化を明示的に考慮
することは不可欠であろう。
時系列的に需要変化を説明するのに，通常の価格や所得などの経済変数に加えて，時間（トレン
ド）ダミーを組み込んで成功しているケースがある（立花・上路，２００４a, b ; Mori and Stewart，２０１１，
etc．）。しかし人口の高齢化は新旧世代交代を伴っているから，個人消費が世代によっても大きく
相違する場合は７），デモグラフィック要因は単調なリニヤーなダミー変数では捉えきれない。概念
的に（狭義の）年齢要因と世代要因を識別して，別々の効果としておさえることが望ましい。A／P
／Cコウホート分析の援用である。
社会総体の消費を，個人の年齢階層別消費に分解し，A／P／Cコウホート分析で年齢効果と世代
効果を補正した時代効果を抜き出し，確定された時代効果を当該時点の価格や所得に回帰させるこ
とが試行され，一定の成功を収めている（森・Gorman，森編，２００１；Mori, Clason, and Lillywhite,
２００６, etc．）。本稿では，伝統的なコウホートモデルに，経済変数を組み込んで，年齢・世代効果と
同時に経済変数の効果とそれらだけでは説明しきれない（残差としての）時代効果を決定する仕方
を試みた。A／P／Cモデルに経済諸変数を加える試みは，すでに Stewart and Blisard（２００８）や彼
らをコピーした農林政策研（２０１０）・薬師寺（２０１０）などの業績に見出されるが，Stewart等の分
析は論文のタイトルが示すように８），食料消費におけるデモグラフィック効果の確定が主たる目的
である。他方われわれが本稿で第一義的に求めるものは，年齢・世代効果を明示的に補正した経済
変数の効果，価格と所得弾力性の決定と，モデルによる違いの発見である。
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７）「この国には２種類の日本人が棲んでいる」「魚を良く食べる人々と，魚をあまり食べない人々がいる。
後者は１９７９年段階で２４歳以下の世帯主年齢層に属していた人々である」（秋谷，２００７，とくに第１章）。
８）Stewart and Blisard, “are younger cohorts demanding less fresh vegetables？；薬師寺「高齢化の進展と
食料消費構造の展望」．
本稿で具体的に選択したのは，総務省『家計調査』に報告されている生鮮果物および生鮮野菜の
なかの葉茎菜の２品目，調査期間は１９８０年から２０１０年までの３１年である。始に，伝統的な単品の時
系列分析にならい，世帯消費を世帯員数で割った per capita消費量を，世帯が払った実質平均価格
と世帯員１人当りの実質消費支出（世帯所得の代理変数）に回帰させて，平均価格弾力性と平均所
得弾力性を計測した。調査期間に観察された人口変化に鑑み，単純な時間変数を加えると，推定さ
れる係数は相当程度合理化された。次に，世帯消費から世帯員個人の年齢別消費を推計し，このデ
ータをベイズ型 A／P／Cコウホートモデルで３効果に分解し，時代効果を上と同じように価格と所
得に回帰させた。さらに時間ダミーを追加して，推計結果が改善されるかどうか検討した。本稿の
メインは上に説明した A／P／Cモデルに価格と所得の変数を導入して，デモグラフィック効果と経
済効果を同時に推定する，“one-step approach”で，表１０の右端に結果を再録した。
伝統的な時系列分析にならって，対象期間の単純１人当り消費を価格と所得に回帰させる仕方で
は，果物の場合は価格弾力性が．１１８，所得弾力性は－１．５６１と，経済常識に反する結果になった。
人口変化を反映させるべく時間ダミーを入れると，統計的フィットは著しく改善し，価格弾力性も
－０．５１４と常識に反しない値になる。しかし期間中に観察された果物の１人当り消費量の変化は，
時間ダミーだけでほぼ９割がた説明されることになり，しかもその符号は負だから，若者に比べ幾
倍も果物を食べる年配者の比重が著しく高まっている時代背景とどう符合するのか分からない
（３，４，および５式参照）。葉茎菜のケースでは，伝統的な時系列分析は，時間ダミーを入れなく
とも，統計的フィットは良好で，算出された弾力性の値，とくに価格弾力性の値は－．３前後で，経
済的常識に反しない。時間ダミーを加えると，統計的フィットはやや向上し，価格弾力性に目立っ
表１０ モデル別にみた家計消費の価格・所得弾力性の比較，１９８０－２０１０年
１）生鮮果物
従来の単品時系列モデル A／P／C : two−step approach A／P／C :
経済変数のみ 時間ダミー追加 経済変数のみ 時間ダミー追加 one−step approach
価格 ．１１８（ ．３６） －．５１４（５．７８） －．６２０（３．４２） －．３１３（３．８０） －．４８７（４．３１）
所得 －１．５６１（３．０４） －．０３５（ ．２５） ．７０１（２．６６） －．０６２（ ．４７） ．４２１（１．０５）
時間ダミー －．００１（２１．７１） ．００５（１１．１９）
注：（ ）内の数値は t値．
２）葉茎菜類
従来の単品時系列モデル A／P／C : two−step approach A／P／C :
経済変数のみ 時間ダミー追加 経済変数のみ 時間ダミー追加 one−step approach
価格 －．２７３（３．７７） －．３２６（５．４０） －．１８２（１．６６） －．２８８（４．０８） －．３１５（６．５６）
所得 －．４０６（２．６８） －．１６２（１．１７） －．５７３（２．５０） －．０９１（ ．５７） －．００２（ ．００７）
時間ダミー －．００２（３．９２） －．００４（６．６４）
注：（ ）内の数値は t値．
経済変数を組み込んだ拡大コウホートモデルによる需要弾力性の計測
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付録表１ 生鮮果物の個人年齢別消費の推計，１９８０－２０１０年 （１人当り年・kg）
年齢階級 １９８０ １９８１ １９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５
～４ ２１．６１ ２１．５９ ２０．７２ １８．７４ １９．７９ １３．１９ １３．５９ １３．１７ １１．６９ ９．８５ ５．１８ ４．４１ ４．７１ ５．８５ ３．３２ ４．０２
５～９ ２５．５５ ２５．４５ ２５．１８ ２２．８０ ２３．２０ １６．８８ １７．１６ １７．０８ １５．０２ １２．９９ ８．６２ ７．４３ ７．４８ ８．４２ ５．３８ ５．８６
１０～１４ ２６．７８ ２７．４９ ２７．７０ ２４．９６ ２５．０３ １９．５１ １９．２６ １９．６３ １７．３３ １５．７６ １１．９８ １０．６６ １０．２１ １０．８７ ７．８９ ８．３９
１５～１９ ２８．６７ ２９．３４ ２８．９７ ２６．０２ ２５．９１ ２１．２７ ２０．２０ ２０．８５ １８．１９ １８．１６ １４．３８ １３．６２ １２．５９ １３．００ １０．８２ １１．３３
２０～２４ ３０．３３ ３０．２４ ２９．５２ ２７．７１ ２６．７１ ２２．４４ ２１．７９ ２２．３８ １９．３６ １９．５２ １５．４８ １５．５４ １４．８６ １４．６７ １３．７７ １４．２６
２５～２９ ３１．５８ ３１．３４ ３１．０３ ３０．２７ ２８．７８ ２４．８３ ２４．６７ ２５．０４ ２２．１３ ２１．７２ １８．２４ １８．１６ １７．５４ １７．３６ １７．０７ １７．３９
３０～３４ ４３．４４ ３５．８７ ３５．９３ ３７．４４ ３４．８７ ３３．８４ ３３．７３ ３０．９２ ２９．１７ ２９．２４ ２７．９９ ２４．４０ ２４．５９ ２２．７６ ２４．３０ ２１．２６
３５～３９ ５１．６４ ４２．４１ ４４．１３ ４７．２６ ３８．２０ ４０．４２ ３８．５８ ４２．３１ ３８．８５ ３６．２４ ３７．２４ ３４．８０ ３２．８３ ３２．２２ ２９．６２ ２６．４４
４０～４４ ５３．１１ ４６．５７ ４８．９５ ５１．９５ ４７．５８ ４６．１５ ４７．７５ ４７．７９ ５０．７４ ４３．７７ ４３．６２ ４１．１４ ４２．２６ ３８．４７ ３７．７３ ３４．０３
４５～４９ ５６．８０ ５０．９０ ５２．２３ ５４．２３ ４９．６７ ５０．４９ ４９．６１ ５０．４２ ５１．８１ ４８．６５ ４８．８９ ４７．７２ ４６．３４ ４４．１６ ４４．４８ ４２．３６
５０～５４ ６０．３４ ５３．４２ ５４．０７ ５８．７５ ５２．１２ ５３．６９ ５３．８７ ５３．９８ ５４．０３ ５０．９３ ５０．９３ ５１．２７ ５１．９１ ４７．８４ ５２．７１ ４７．５４
５５～５９ ５９．９１ ５４．８２ ５９．１５ ６３．７３ ６０．０６ ５８．９９ ５９．６９ ６３．８２ ５９．５９ ５５．３３ ５６．９０ ５５．５８ ５５．０３ ５４．４２ ５７．５１ ５３．２１
６０～６４ ５８．９９ ５７．８７ ５８．７９ ６３．５０ ６２．３６ ６２．１１ ６１．６９ ６３．３０ ６２．４１ ５７．６７ ６０．９７ ５９．１８ ５８．８６ ５９．３６ ６２．０６ ５７．６８
６５～６９ ５６．５１ ５６．１６ ５４．７６ ６０．１２ ６０．５８ ６０．９０ ５９．７７ ６２．２０ ６１．８５ ５８．８２ ６１．３８ ５９．２９ ５９．７３ ６１．６６ ６５．５７ ６０．７６
７０～７４ ５５．５１ ５５．４８ ５２．９７ ５８．６２ ５９．７６ ６０．４３ ５８．９１ ６１．８２ ６１．６０ ５９．５３ ６１．７２ ５９．５２ ６０．２５ ６２．８０ ６７．３６ ６２．３０
７５～ ５５．４５ ５５．４１ ５２．５６ ５８．３６ ５９．５７ ６０．４０ ５８．７５ ６１．８３ ６１．５５ ５９．９２ ６１．９５ ５９．７５ ６０．６０ ６３．３１ ６８．２４ ６３．０３
年齢階級 １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０
～４ ３．４９ １．８２ １．０８ ２．５０ ２．５１ ０．７７ ０．９４ １．３７ １．４６ ２．２０ １．８６ ３．０６ ３．１０ ３．１９ ２．５０
５～９ ５．４４ ３．７７ ２．９１ ４．２４ ４．１７ ２．３２ ２．１４ １．９０ ２．１８ ２．８０ ２．５７ ３．０７ ３．２１ ３．３９ ２．４２
１０～１４ ７．７３ ５．９９ ５．１２ ６．１６ ５．６９ ４．５７ ３．９５ ２．８７ ３．３６ ４．２５ ３．７３ ３．５９ ３．９１ ４．１８ ２．９３
１５～１９ １０．２７ ８．４８ ７．５３ ８．００ ７．２２ ７．３０ ６．５４ ５．１４ ５．７１ ６．９１ ５．７６ ５．７１ ６．０６ ６．２４ ４．６９
２０～２４ １２．９６ １１．３７ １０．３８ １０．２２ ９．８１ １０．３３ ９．９１ ８．７７ ９．１７ １０．４４ ８．４７ ９．０９ ９．３７ ９．３８ ７．５８
２５～２９ １５．９０ １４．６２ １３．６８ １３．２４ １３．１６ １３．７６ １３．９７ １３．１９ １３．２１ １４．２１ １１．６１ １２．７７ １３．００ １２．９８ １０．９７
３０～３４ ２０．２３ １９．６８ １８．４４ １８．４７ １７．６９ １８．９１ １９．５６ １８．３０ １８．０７ １７．３６ １５．３５ １５．４７ １５．４４ １６．２２ １３．５７
３５～３９ ２６．３１ ２８．８１ ２６．３９ ２３．７９ ２４．０５ ２４．３９ ２４．９９ ２２．３６ ２２．２３ ２０．７２ １８．９１ １７．７３ １７．７３ １９．１３ １６．０４
４０～４４ ３２．５２ ３４．０３ ３１．８４ ３１．３２ ３０．２４ ３０．３１ ３０．４８ ２５．９８ ２６．１５ ２４．８０ ２２．４９ ２０．０７ ２０．４４ ２２．１３ １８．７５
４５～４９ ３９．７９ ４０．２６ ３７．７４ ３５．７４ ３４．４１ ３７．１６ ３６．８４ ３１．３９ ３１．６９ ３０．２４ ２７．１３ ２４．５１ ２４．９１ ２６．７１ ２２．８８
５０～５４ ４７．５９ ４９．０２ ４７．８６ ４３．１１ ４５．３２ ４５．３４ ４４．４２ ３８．７９ ３９．２０ ３７．４５ ３３．０２ ３１．６２ ３２．２５ ３３．４８ ２８．５２
５５～５９ ５３．６９ ５４．９１ ５３．８４ ５１．４３ ５２．７４ ５２．４０ ５３．９５ ５０．７０ ５０．０２ ４６．３９ ４１．３０ ４１．４２ ４２．５９ ４３．３５ ３８．０４
６０～６４ ５６．６１ ５８．５５ ５９．１８ ５９．８８ ５８．６４ ５７．９４ ６２．４６ ５９．８９ ５９．２０ ５４．９７ ５０．８８ ５０．８２ ５２．８０ ５５．５０ ５０．７８
６５～６９ ５９．５５ ６１．６９ ６０．５３ ６２．３３ ６３．１４ ６０．９３ ６６．５０ ６２．３１ ６１．８５ ５８．７６ ５３．９３ ５４．８４ ５６．３４ ５８．８７ ５５．１８
７０～７４ ６１．１４ ６３．３３ ６１．２１ ６３．５６ ６５．３５ ６２．０３ ６７．９７ ６１．５５ ６２．０６ ６０．４７ ５５．２９ ５７．２８ ５８．１１ ６０．３０ ５８．００
７５～ ６１．９３ ６４．１２ ６１．６０ ６４．０８ ６６．２１ ６２．６５ ６８．７１ ６１．２８ ６２．２４ ６１．３５ ５５．９９ ５８．４７ ５８．９７ ６１．００ ５９．３１
出所：『家計調査年報』各年の世帯主年齢階級別データから，TMIモデルを利用して，著者が推計．
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付録表２ 生鮮葉茎菜の個人年齢別消費の推計，１９８０－２０１０年 （１人当り年・kg）
年齢階級 １９８０ １９８１ １９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５
～４ １０．９５ １２．２２ １０．９８ １０．８８ １０．８１ １０．９８ ８．８２ ８．６９ ９．１０ ９．２８ ７．７５ ８．０６ ７．６４ ６．７８ ７．８８ ８．０６
５～９ １３．４６ １４．４１ １３．８９ １３．１１ １２．９１ １２．７７ １１．２９ １０．９９ １０．９９ １１．０７ ９．５９ ９．６７ ９．２１ ８．５７ ９．０７ ９．４２
１０～１４ １５．３８ １５．６６ １６．７５ １４．５６ １４．５０ １３．９０ １４．２０ １３．６１ １２．７６ １２．６５ １１．５２ １１．００ １１．３１ １０．９９ １０．３９ １０．９２
１５～１９ １６．９６ １６．６６ １８．１６ １５．７１ １５．８８ １５．０１ １６．６３ １５．８０ １４．１５ １４．２３ １３．４４ １２．３８ １３．７０ １３．４５ １２．２１ １２．７７
２０～２４ １７．３０ １７．０５ １８．０７ １６．４４ １６．５３ １５．４７ １７．２２ １６．８３ １４．８１ １４．８３ １４．３９ １３．２５ １５．４１ １４．９５ １３．７９ １４．１２
２５～２９ １７．２３ １７．１５ １７．８６ １６．５９ １６．９５ １５．６７ １７．４５ １７．１２ １５．３９ １５．２４ １４．８９ １３．７７ １６．０５ １５．６３ １４．７５ １４．９８
３０～３４ １８．５９ １８．４５ １９．２０ １８．００ １８．１６ １６．６４ １８．１３ １７．２８ １６．０１ １６．１３ １５．５４ １４．５７ １５．４４ １５．８２ １５．４６ １５．１６
３５～３９ ２２．８９ ２２．３３ ２２．１０ ２０．５６ ２１．４２ １９．００ ２０．６４ １９．７３ １７．９７ １７．８３ １７．５２ １６．３６ １６．８４ １７．５８ １５．９９ １６．１９
４０～４４ ２５．２２ ２７．４６ ２６．６２ ２６．９０ ２６．６７ ２５．８７ ２４．９１ ２３．５７ ２４．７８ ２２．５３ ２２．９５ ２１．２０ ２３．４０ ２１．３４ １９．９６ １８．９０
４５～４９ ２７．６４ ２８．７６ ２８．３８ ２８．０９ ２８．５９ ２９．２９ ２８．２３ ２６．１０ ２６．２６ ２７．０２ ２５．７４ ２５．２０ ２６．２３ ２４．８０ ２５．０１ ２５．６９
５０～５４ ２８．２９ ２９．４８ ２８．７４ ２９．８２ ２９．３９ ２９．６６ ２８．５６ ２７．５６ ２６．４４ ２７．００ ２６．５９ ２６．０１ ２７．８１ ２６．５０ ２６．６７ ２６．６０
５５～５９ ２７．４４ ２８．８２ ２８．７６ ２８．４６ ２９．７０ ２９．１５ ２９．３８ ２７．８３ ２７．３６ ２７．３０ ２６．６５ ２６．３２ ２７．４５ ２７．３４ ２６．８７ ２７．４０
６０～６４ ２７．１４ ２７．７７ ２７．７８ ２６．９８ ２９．１３ ２８．７２ ２８．９７ ２７．２６ ２６．３７ ２６．８４ ２６．７７ ２５．３８ ２６．９８ ２７．１１ ２６．７２ ２７．２１
６５～６９ ２５．２７ ２６．７５ ２７．５５ ２６．３６ ２７．６９ ２８．２４ ２７．９７ ２６．７３ ２４．２３ ２５．３３ ２４．６４ ２４．４１ ２５．８８ ２６．２４ ２５．３８ ２５．３９
７０～７４ ２４．５５ ２６．３９ ２７．６３ ２６．２２ ２７．１２ ２８．１０ ２７．６９ ２６．６６ ２３．３０ ２４．７４ ２３．７７ ２４．０６ ２５．５０ ２６．０６ ２４．８８ ２４．６７
７５～ ２４．４６ ２６．３８ ２７．７７ ２６．３４ ２７．０５ ２６．７９ ２７．７２ ２６．７８ ２３．０５ ２４．５７ ２３．５２ ２４．０１ ２５．４６ ２６．１６ ２４．８２ ２４．５１
年齢階級 １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０
～４ ７．０５ ７．４９ ６．７４ ７．４４ ８．１３ ７．３８ ７．４７ ７．６４ ７．１３ ７．４７ ８．１８ ８．５５ ８．６２ ９．１３ ８．０６
５～９ ８．８２ ８．７８ ８．１０ ８．６３ ９．４４ ８．５９ ８．８６ ８．７６ ８．３３ ８．７５ ９．３８ ９．６８ ９．７５ １０．５２ ９．５１
１０～１４ １０．８８ １０．３３ ９．４５ ９．７５ １０．２５ ９．５３ １０．２１ ９．７８ ９．２０ ９．７５ １０．２３ １０．４２ １０．６６ １１．５８ １０．４７
１５～１９ １３．８９ １２．５１ １０．９５ １１．２１ １１．２２ １１．５４ １１．８６ １１．２２ １０．３６ １１．０２ １１．４０ １１．５２ １２．１３ １２．８１ １１．３７
２０～２４ １５．３７ １４．５５ １２．４２ １２．６６ １２．４２ １２．６０ １３．４１ １２．８１ １１．６８ １２．３０ １２．６８ １２．８１ １３．７７ １４．０６ １２．２２
２５～２９ １６．１７ １５．７７ １３．６３ １４．０２ １３．５６ １３．５６ １４．５７ １４．１６ １３．００ １３．４３ １３．８９ １４．０８ １５．０９ １５．２８ １３．２１
３０～３４ １６．０３ １５．８７ １４．３６ １５．４４ １４．１８ １４．３０ １５．３９ １４．８２ １４．６３ １４．６１ １４．９１ １４．９６ １５．７４ １５．９６ １４．７３
３５～３９ １７．９９ １７．１５ １５．８８ １６．３１ １６．００ １５．５６ １６．８３ １５．８５ １６．２０ １６．０６ １６．１１ １６．０４ １６．６６ １７．２６ １６．５８
４０～４４ ２１．１２ １９．４９ １９．０３ １８．８５ １７．７６ １８．１２ １９．１５ １７．６１ １７．９５ １７．９９ １７．７７ １７．６０ １８．２３ １９．４７ １９．０９
４５～４９ ２４．０６ ２２．７７ ２２．０２ ２１．９２ ２２．４８ ２２．２４ ２１．７９ １９．８６ ２０．１３ ２０．２４ １９．８０ １９．５４ ２０．５７ ２１．６１ ２１．０２
５０～５４ ２６．２２ ２５．４６ ２４．５２ ２４．７０ ２４．９８ ２３．８０ ２４．４９ ２２．７７ ２２．６３ ２２．６６ ２２．４６ ２１．９９ ２３．４０ ２３．７３ ２２．７９
５５～５９ ２７．７９ ２７．１８ ２６．９３ ２６．５７ ２６．９４ ２５．５７ ２６．１４ ２４．８５ ２４．８０ ２４．６１ ２４．５７ ２４．４８ ２５．５２ ２６．１１ ２４．８１
６０～６４ ２７．９０ ２７．３０ ２６．７４ ２７．７８ ２８．１８ ２５．９８ ２６．７８ ２６．１８ ２６．３０ ２５．７７ ２６．０７ ２６．３８ ２６．６４ ２８．２３ ２６．６８
６５～６９ ２６．５５ ２７．１６ ２５．３０ ２７．１９ ２７．７５ ２６．２７ ２６．２５ ２５．７１ ２５．９６ ２５．７３ ２５．９９ ２６．７２ ２６．８４ ２８．３４ ２７．０１
７０～７４ ２６．０５ ２７．２５ ２４．７１ ２６．９７ ２５．０５ ２４．０８ ２５．１５ ２４．２５ ２４．５８ ２４．９４ ２４．８８ ２６．００ ２６．４５ ２７．１２ ２６．２９
７５～ ２６．０１ ２７．４６ ２４．６１ ２７．００ ２５．０５ ２４．２５ ２４．８１ ２３．７３ ２４．０８ ２４．６７ ２４．４４ ２５．７２ ２６．３９ ２６．６０ ２５．９９
出所：『家計調査年報』各年の世帯主年齢階級別データから，TMIモデルを利用して，著者が推計．
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た変化はないが，さもないケースに比べ所得弾力性の負の値が－．４１から－．１６に低下し，われわれ
の経済常識に合致する。
１９８０年から２０１０年にいたる人口の変化の影響を，コウホート分析によって明示的に補正して経済
弾力性を計測する仕方には，まず始に年齢と世代効果からから識別した時代効果を価格と所得に回
帰させる“two-step approach”と，コウホートモデルに直接経済変数を加え，デモグラフィック効
果と経済的効果（弾力性）を同時に決定する“one-step approach”がある。前節４．において統計数
理論的に検討したが，理論的には後者のほうがすぐれているのはほぼ確かであろう。しかし個人の
消費データをモデルに投入すれば，すべてのパラメターの値が同時に決定され，何らかの情報量基
準，たとえば ABICに照らしてこれが最善の結果であると宣言されても，ああそうですかと引き下
がるわけにいかない場合があるかもしれない。たとえば，かりにモデルの唯一・最善の結果が，所
得弾力性はマイナス０．４と出たとしても，クロスセクションデータの信頼すべき分析結果から（た
とえば前掲表８），負の所得弾力性は認めがたいと判明した時，問題の所在が奈辺にあるかを見届
けることは容易でない。朝野はデカルトの「困難は分割せよ」を引用して，モデルから導き出され
た結果を検討する場合，すべてが一括されたモデルは健全な判断力を効かせる余地がないことに触
れている（朝野，２００１，p．３５８）。われわれはこれまで，ABICのすぐれた情報量基準に最大の敬意
を表しながら，それだけですべてを決するわけにはいかないことを知っている（森・三枝・Cla-
son，２００９，pp．１０３―１０７；森・川口・三枝，２０１０など）。
“Two-step”モデルで，時間ダミーを加えずに経済弾力性を計測した場合，果物については所得
弾力性（．７０）がやや過大に推計されている感じがするが，客観的な基準に基づく判断ではない。
同じモデルで葉茎菜については，かなり大きな負の所得弾力性，－．５７が算出されている。食生活
に不可欠で，他に代替財が見当たらない野菜類の所得効果がこれほどマイナスの方向に働く，すな
わち所得が１０％増えれば約６％も消費が減少することは，経済常識的に考え難い。その点，“two-
step”モデルに時間ダミーを加えると，価格弾力性の推計標準誤差は大幅に縮小し（t値は改善し），
所得弾力性は－．１（ゼロから有意に離れていない）となり，より納得がいく。
最後に“one-step approach”では，果物の価格弾力性は－．４５，所得弾力性は．４２（ただし t値
は１．１）となり，所得係数の推計標準誤差がもう少し大きければ，申し分ない感じがする。他方葉
茎菜については，価格弾力性は－．３２（t値は６．５６）で，他のモデルとも整合している。また所得
弾力性は－．００２で，葉茎菜全体の家計消費に所得は直接関係しないらしいことが結論された。
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